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は し が き 

 

本報告書は、金融法務研究会第 2 分科会における平成 29 年度の研究の内容を取りまと

めたものである。 

金融法務研究会は、平成 2 年 10 月の発足以来、最初のテーマとして、各国の銀行取引

約款の検討を取りあげ、その成果を平成 8 年 2 月に「各国銀行取引約款の検討―そのⅠ・

各種約款の内容と解説」として、また平成 11 年 3 月に、「各国銀行取引約款の比較―各国

銀行取引約款の検討 そのⅡ」として発表した。平成 11 年 1 月以降は、金融法務研究会

を第 1 分科会と第 2 分科会とに分けて研究を続けている。 

第 2 分科会で取り上げたテーマは、巻末の報告書一覧のとおりであるが、平成 29 年度

は「最高裁大法廷決定（平成 28 年 12 月 19 日）を踏まえた預金債権の相続に関する諸論

点」をテーマとして取りあげ、その研究成果を本報告書に取りまとめた。 

本報告書においては、第 1 章で「共同相続された預金債権の法律関係－普通預金債権を

中心に」（中田裕康担当）、第 2 章で「遺産分割前の普通預金以外の預金（定期預金に限

る）について」（山田誠一担当）、第 3 章で「預金の共同相続と個別執行・破産」（松下淳

一担当）、第 4 章で「遺産分割前の預金契約（消費寄託部分）：相続開始後遺産分割前の預

金の払戻し」（沖野眞已担当）、第 5 章で「預金者死亡後の預金契約における委任的性質」

（山下純司担当）、第 6 章で「民法（相続関係）改正と遺言による普通預金の承継」（加毛

明担当）を取りあげている。 

このうち第 1 章においては、共同相続された預金債権が遺産分割されるまでの間の法律 

関係について、準共有構成と他の構成を比較しつつ検討し、問題の所在と構造を考察す

る。第 2 章においては、最高裁が示した遺産分割前の定期預金について分割払戻しが制限

されているとの考え方の意義を明らかにし、遺産分割前の定期預金債権の法律関係を明ら

かにする。第 3 章においては、預金が共同相続された事案において、被相続人・相続人の

債権者が預金債権を対象として強制執行する場合及び相続人の一人について破産手続が開

始した場合の問題点について検討する。第 4 章においては、共同相続の場合のいわゆる相

続預金について、相続開始後遺産分割前の段階における共同相続人の一人に対する預金の

払戻しをめぐる法律関係として、特に相続法改正における「仮払い」制度を軸として、考

察する。第 5 章においては、預金者の死亡後、遺産分割前の預金契約の性質について、消

費寄託に係る法律関係以外の部分を中心に検討する。第 6 章においては、平成 30 年改正

後の民法のもとで、普通預金が遺言による承継の対象とされた場合に、いかなる法律関係

が生じるか、また、いかにして遺言の内容が実現されるかについて検討する。 

本報告書が銀行実務家をはじめ、各方面の方々のお役に立つことができれば幸いであ

る。 

なお、本研究会には、銀行の法務分野から実務を担当する方にオブザーバーとしてご参

加いただいている。また、事務局を全国銀行協会業務部にお願いしている。 

最後に、同分科会においては、平成 31 年度（令和元年度）には「社会的要請の変化を

踏まえた銀行取引における現代的課題」をテーマとして取りあげ、研究を続けている。 

令和 2 年 3 月 

金融法務研究会座長 

岩 原 紳 作 
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